
市川市社会福祉法人に対する保育所等におけるＩＣＴ化推進 

事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保育所等における業務のＩＣＴ化を推進することによ

り、保育士の業務の負担の軽減を図り、もって保育士が働きやすい環境を

整備するため、保育所等を設置している社会福祉法人に対し、予算の範囲

内において、市川市社会福祉法人に対する保育所等におけるＩＣＴ化推進

事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、市川市社

会福祉法人の助成に関する条例（昭和５２年条例第３０号。第６条におい

て「条例」という。）及び市川市社会福祉法人の助成に関する条例施行規

則（昭和５２年規則第３３号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 保育所等 市内に所在する児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第３５条第４項の規定による認可を受けている保育所、就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年

法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園（児童福祉法第 

３５条第４項の規定による認可を受けた保育所に限る。）又は市川市家

庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第１３号）第２９条に規定する小規模保育事業所Ａ型であって、過

去に補助金の交付を受けて保育所等におけるＩＣＴ化推進事業が行わ

れていないものをいう。 

⑵  保育業務支援システム 保育士の業務の負担を軽減するためのシス

テムであって、次に掲げる要件を全て満たすものをいう。 

 ア 保育の計画及び記録に関する機能 

 イ 園児の登園及び降園の管理に関する機能 



 ウ  保護者との連絡に関する機能 

⑶  保育所等におけるＩＣＴ化推進事業 保育所等に保育業務支援シス

テムを導入する事業をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、

保育所等を設置している社会福祉法人とする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

保育所等におけるＩＣＴ化推進事業とする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、補助対象事業に必要なリース料、工事費、備品購入費その他市長が必

要と認める経費（これらに係る消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、１,０００,０００円と補助対象経費（他の補助金等

の交付の対象となるものを除く。）の実支出額を比較して少ない方の額と、

当該補助対象事業の総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額を

比較して少ない方の額に４分の３を乗じて得た額（その額に １,０００

円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

（交付の申請） 

第７条 条例第２条第４号に規定するその他市長が必要と認める書類は、次

に掲げるとおりとする。 

⑴ 保育業務支援システムの導入に要する費用の見積書及び内訳書 

⑵  保育業務支援システムに搭載されている機能の詳細を確認できる資

料 

⑶ 保育業務支援システムの導入計画書 

⑷ 保育士の業務の負担を軽減するための計画書 

⑸  保育業務支援システムを提供する事業者からの支援体制を記載した



保育業務支援システム導入実施計画書 

（交付の条件） 

第８条 補助金の交付の決定に付する条件は、次に掲げるとおりとする。 

⑴  補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の

遂行が困難になった場合は、速やかに、その旨を市長に報告して、その

指示を受けること。 

⑵ 補助対象事業により取得し、又は効用の増加した単価５０万円以上の

機械、器具その他の財産については、補助事業等により取得し、又は効

用の増加した財産の処分制限期間（平成２０年厚生労働省告示第３８４

号）に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又

は廃棄しないこと。 

⑶ 補助対象者が市長の承認を受けて補助対象事業により取得し、又は効

用の増加した財産を処分し、当該財産により収入を得たときは、その収

入の一部又は全部を納付すること。 

⑷ 補助対象者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産

については、補助対象事業の完了後においても善良な管理者の注意をも

って管理するとともに、その効率的な運用を図ること。 

⑸  補助対象事業の完了後に消費税及び地方消費税の申告を行ったこと

により、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定

したときは、市川市社会福祉法人に対する保育所等におけるＩＣＴ化推

進事業補助金に係る消費税仕入控除税額報告書（別記様式）により、速

やかに、市長に報告すること。 

⑹ 補助対象者は、前号の規定による報告をした場合において、同号に規

定する仕入控除税額があるときは、市長の求めに応じ、その全額を納付

すること。 

⑺ 補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収

入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を



補助金の額の確定の日（補助対象事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管するこ

と。また、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した単価５０万

円以上の財産がある場合は、前記の期間の経過後についても、当該財産

の財産処分が完了する日又は補助事業等により取得し、又は効用の増加

した財産の処分制限期間に定める期間を経過する日のいずれか遅い日

まで保管すること。 

（実績報告） 

第９条 規則第５条に規定するその他市長が必要と認める書類は、次に掲げ

るとおりとする。 

⑴ 補助対象事業に係る領収書、事業者に対し振込を行ったことを金融機

関が証明した書類又はクレジット契約証明書（クレジット伝票の控に必

要事項を付記したものを含む。） 

⑵ 導入された保育業務支援システムの仕様等が確認できる資料 

⑶ 納品書 

２ 前項の領収書等は、次に掲げる事項が記載されていなければならない。

この場合において、当該事項に訂正がある領収書等に事業者の訂正印の押

印がされていないものは、無効とする。 

⑴ 事業者の名称 

⑵ 支払者名 

⑶ 領収額 

⑷ 領収額の内訳 

⑸ 領収日 

⑹ 領収印 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、補助金の交付の決定を受けた日の属

する年度の末日までとする。 

附 則 

この要綱は、平成２９年２月１７日から施行し、平成２８年４月１日から



適用する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年２月１８日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の市川市保育所等におけるＩＣＴ化推進事業補助金交付要綱の

規定は、平成３１年２月１８日以後の申請に係る市川市保育所等におけ

るＩＣＴ化推進事業補助金について適用し、同日前の申請に係る市川市

保育所における業務効率化推進事業補助金については、なお従前の例に

よる。 

３  改正後の市川市社会福祉法人に対する保育所等におけるＩＣＴ化推進

事業補助金交付要綱の規定は、平成３１年２月１８日以後の申請に係る市

川市社会福祉法人に対する保育所等におけるＩＣＴ化推進事業補助金に

ついて適用し、同日前の申請に係る市川市社会福祉法人に対する保育所に

おける業務効率化推進事業補助金については、なお従前の例による。 

 



様式第１号（第８条関係） 

 

市川市社会福祉法人に対する保育所等におけるＩＣＴ化推進事業補助金に

係る消費税仕入控除税額報告書 

 

年  月   日  

 

市川市長            

 

（ 申 請 者 ） 

法 人 所 在 地 

法 人 名 

代 表 者 名 

保 育 所 名 

 

     年   月   日付けで交付決定を受けた市川市社会福祉法人に

対する保育所等におけるＩＣＴ化推進事業補助金に係る消費税及び地方消

費税（以下「消費税」という。）の仕入控除税額について、下記のとおり報

告します。 

 

記 

 

１ 補助金の額の確定額       円  

２ 消費税申告の有無    有   ・   無  

  （２で「無」を選択した場合は以下記載不要） 

３ 消費税仕入控除税額の計算方法 一般課税  ・   簡易課税 

  （３で「簡易課税」を選択した場合は以下記載不要） 

４ 補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額          円  

５ 消費税の確定申告により確定した消費税仕入控除税額   円  

６ 補助金返還相当額（５の額から４の額を差し引いた額）    円  

（注）１ 積算の内訳書（消費税確定申告書の写し等）を添付すること。 

   ２  補助金返還相当額がない場合も報告すること。 


